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第５章 子ども・子育て支援事業計画 
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１ 子ども・子育て支援事業計画の考え方  

本章「子ども・子育て支援事業計画」では、「子ども・子育て関連３法」に基づく、①質の

高い幼児期の学校教育・保育の総合的な提供、②保育の量的拡大・確保、教育・保育の質的

改善、③地域の子ども・子育て支援の充実をめざし、北区における幼児期の学校教育・保育

及び地域子ども・子育て支援事業の見込み量や確保方策を定めます。 

 

 

２ 区域設定  

子ども・子育て支援法に基づく基本指針では、区市町村は、地理的条件、人口、交通事情

その他の社会的条件、現在の教育・保育の利用状況、教育・保育を提供するための施設の整

備の状況その他の条件を総合的に勘案して、小学校区単位、中学校区単位、行政区単位等、

地域の実情に応じて、保護者や子どもが居宅より容易に移動することが可能な区域を定める

必要があるとしています。 

本計画では、保育及び放課後児童健全育成事業を３つの区域（赤羽地域、王子地域、滝野

川地域）に分けて、その他の事業については北区全域を１区域として、サービスの提供体制

を検討します。 

 

図 北区全域図 
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３ 人口推計  

「北区基本計画 2020」の改定のために実施された北区人口推計調査に基づき、2041 年まで

の年少人口の推計が令和３年 10 月に報告されました。この年少人口を令和６年から令和 10

年の５年間について０歳から 11 歳まで歳児別に推計し、幼児期の学校教育・保育の量の見込

み及び地域子ども・子育て支援事業の量の見込みを算出していきます。 

 

図 人口推計 
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４ 子ども・子育て支援事業計画の体系  

子ども・子育て支援事業計画では、幼児期の学校教育・保育の量の見込み、実施しようと

する幼児期の学校教育・保育の提供体制の確保の内容及びその実施時期、地域子ども・子育

て支援事業の量の見込み、実施しようとする地域子ども・子育て支援事業の提供体制の確保

の内容及びその実施時期等を定めます。 

 

幼児期の 

学校教育・保育 

（１）保育園 認定こども園※（保育利用分） 地域型保育※ 

（２）幼稚園 認定こども園（教育利用分） 
 

地域子ども・子育て 

支援事業 

（１）利用者支援事業 

（２）地域子育て支援拠点事業 

（３）妊婦健康診査 

（４）乳児家庭全戸訪問事業 

（５）養育支援訪問事業 

（６）子育て短期支援事業（ショートステイ） 

（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー・サポート・センター事業） 

（８）一時預かり事業 

（９）延長保育事業 

（10）病児病後児保育事業 

（11）放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 

（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

※ 認定こども園 : 幼稚園と保育園両方の役割を持つ施設で、就学前の子どもに幼児教育・保育を提
供する機能、地域における子育て支援を行う機能を備え、都道府県の認定を受け
た施設のことです。 

※ 地域型保育 ： 原則 19 人以下の少人数単位で０～２歳のお子さんを預かる事業です。小規模保育、
家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育の４つのタイプがあります。 

 

 

 

  



180 

幼児期の学校教育・保育の量の見込みと 
  提供体制の確保の内容及びその実施時期  

（１）保育園 認定こども園（保育利用分） 地域型保育 
 ID1-1／ 関連計画施策 ID□2-1-1 ★1-1-4  

(□→次世代育成支援行動計画 ★→子どもの未来応援プラン) 

【今後の方向性】 

○令和５年４月期の保育園入所における待機児童が解消された状況を踏まえ、当面、認可保

育所、小規模保育事業所等の公募は行わないこととしますが、地域ごとの保育ニーズを引

き続き分析し、必要に応じた対応を検討します。 

○多様なサービスを選択できるよう、保育事業の充実を図ります。 

量の見込みの 

考え方 
申込実績から算出した入所希望率を基に算出。 

確保方策の 

考え方 

人口推計及び入所希望率を基に、認可定員の過不足数を算出し、待機児童を

解消できるように確保量を設定する。 

 

■ 北区全域 

 

１年目 
（令和６年度） 

２年目 
（令和７年度） 

３年目 
（令和８年度） 

４年目 
（令和９年度） 

５年目 
（令和 10 年度） 

２号 ３号 ２号 ３号 ２号 ３号 ２号 ３号 ２号 ３号 

3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 

①量の見込み 4,768 3,375 696 4,829 3,423 707 4,889 3,468 718 4,902 3,462 716 4,914 3,451 714 

②
確
保
方
策 

特定教育・ 
保育施設※ 

5,429 3,231 711 5,369 3,216 701 5,309 3,201 691 5,249 3,186 681 5,189 3,171 671 

特定地域型 
保育事業※ 

0 267 102 0 267 102 0 267 102 0 267 102 0 267 102 

認可外保育 
施設等 

0 72 19 0 72 19 0 72 19 0 72 19 0 72 19 

②－① 
過不足 

661 195 136 540 132 115 420 72 94 347 63 86 275 59 78 

※ 特定教育・保育施設、特定地域型保育事業 :  
幼稚園、保育園、認定こども園のうち、子ども・子育て支援法第 31 条の「確認」を受けた施設
を「特定教育・保育施設」、地域型保育事業のうち、同法第 43 条の「確認」を受けた事業を「特
定地域型保育事業」と呼びます。 

※ 子ども・子育て支援法では、教育・保育を利用する子どもに対して、年齢と保育の必要性の有無に
よって、以下のように３つの認定区分が設けられています。 

１号認定･･･保育の必要性がなく、幼稚園等での教育を希望する３～５歳 
２号認定･･･保育の必要性がある、３～５歳 
３号認定･･･保育の必要性がある、０～２歳 

なお、２号認定者のうち、幼児期の学校教育の利用希望が強い方の量の見込みは「（２）幼稚園・
認定こども園(教育利用分)」に入ります。 

５ 

（人） 
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■ 赤羽地域 

 

１年目 
（令和６年度） 

２年目 
（令和７年度） 

３年目 
（令和８年度） 

４年目 
（令和９年度） 

５年目 
（令和 10 年度） 

２号 ３号 ２号 ３号 ２号 ３号 ２号 ３号 ２号 ３号 

3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 

①量の見込み 2,047 1,355 267 2,074 1,377 272 2,101 1,399 277 2,116 1,405 278 2,130 1,407 278 

②
確
保
方
策 

特定教育・ 
保育施設※ 

2,318 1,307 291 2,298 1,307 286 2,278 1,307 281 2,258 1,307 276 2,238 1,307 271 

特定地域型 
保育事業※ 

0 58 20 0 58 20 0 58 20 0 58 20 0 58 20 

認可外保育 
施設等 

0 48 13 0 48 13 0 48 13 0 48 13 0 48 13 

②－① 
過不足 

271 58 57 224 36 47 177 14 37 142 8 31 108 6 26 

 

■ 王子地域 

 

１年目 
（令和６年度） 

２年目 
（令和７年度） 

３年目 
（令和８年度） 

４年目 
（令和９年度） 

５年目 
（令和 10 年度） 

２号 ３号 ２号 ３号 ２号 ３号 ２号 ３号 ２号 ３号 

3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 

①量の見込み 1,526 1,120 222 1,541 1,132 225 1,558 1,144 228 1,547 1,128 224 1,534 1,110 221 

②
確
保
方
策 

特定教育・ 
保育施設※ 

1,659 1,052 238 1,639 1,042 233 1,619 1,032 228 1,599 1,022 223 1,579 1,012 218 

特定地域型 
保育事業※ 

0 99 37 0 99 37 0 99 37 0 99 37 0 99 37 

認可外保育 
施設等 

0 24 6 0 24 6 0 24 6 0 24 6 0 24 6 

②－① 
過不足 

133 55 59 118 43 56 101 31 53 112 47 57 125 65 60 

 

■ 滝野川地域 

 

１年目 
（令和６年度） 

２年目 
（令和７年度） 

３年目 
（令和８年度） 

４年目 
（令和９年度） 

５年目 
（令和 10 年度） 

２号 ３号 ２号 ３号 ２号 ３号 ２号 ３号 ２号 ３号 

3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 3-5 歳 1-2 歳 0 歳 

①量の見込み 1,195 900 207 1,214 914 210 1,230 925 213 1,239 929 214 1,250 934 215 

②
確
保
方
策 

特定教育・ 
保育施設※ 

1,452 872 182 1,432 867 182 1,412 862 182 1,392 857 182 1,372 852 182 

特定地域型 
保育事業※ 

0 110 45 0 110 45 0 110 45 0 110 45 0 110 45 

認可外保育 
施設等 

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 

②－① 
過不足 

257 82 20 218 63 17 182 47 14 153 38 13 122 28 12 

   

（人） 

（人） 

（人） 
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○３号認定子どもの保育利用率※ 

 

■ 北区全域 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

３号認定確保方策 4,402 4,377 4,352 4,327 4,302 

0-2 歳推計人口 8,508 8,631 8,750 8,738 8,719 

保育利用率 51.7% 50.7% 49.7% 49.5% 49.3% 

 

■ 赤羽地域 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

３号認定確保方策 1,737 1,732 1,727 1,722 1,717 

0-2 歳推計人口 3,498 3,556 3,615 3,628 3,635 

保育利用率 49.7% 48.7% 47.8% 47.5% 47.2% 

 

■ 王子地域 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

３号認定確保方策 1,456 1,441 1,426 1,411 1,396 

0-2 歳推計人口 2,619 2,648 2,679 2,641 2,601 

保育利用率 55.6% 54.4% 53.2% 53.4% 53.7% 

 

■ 滝野川地域 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

３号認定確保方策 1,209 1,204 1,199 1,194 1,189 

0-2 歳推計人口 2,391 2,427 2,456 2,469 2,483 

保育利用率 50.6% 49.6% 48.8% 48.4% 47.9% 

※ 保育利用率 : 満３歳未満の子どもの人口に占める、保育所等の利用定員数（前頁、前々頁の３号
確保方策の値の合計数）の割合です。 

 

  

（人） 

（人） 

（人） 

（人） 
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（２）幼稚園 認定こども園（教育利用分） 
 ID1-2／ 関連計画施策 ID□1-1-2  

【今後の方向性】 

○就学前教育のさらなる充実と、未就学児童を有する家庭の子育て支援を図るため、既存の

区立幼稚園を区立認定こども園へ移行していきます。 

 

量の見込みの 

考え方 

「北区の子ども」はニーズ調査の結果を基に算出。 

「他区市町村の子ども」は各年度の北区の子どもの量の見込みの 47％を見込

む。 

確保方策の 

考え方 

募集定員数から算出。 

「北区の子ども」は量の見込みの 100％を確保する。 

特定教育・保育施設と確認を受けない幼稚園の内訳は、「北区の子ども」見込

み数に、令和６年度想定の利用定員総数に対する各利用定員数の割合を乗じ

て算出。 

「他区市町村の子ども」は、利用定員数から「北区の子ども」の確保数を差

し引いた後の受け入れ可能数とする。 

 

 

 

令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

１号 

２号 

１号 

２号 

１号 

２号 

１号 

２号 

１号 

２号 

幼児期の 
学校教育の 
利用希望が 

強い 

幼児期の 
学校教育の 
利用希望が 

強い 

幼児期の 
学校教育の 
利用希望が 

強い 

幼児期の 
学校教育の 
利用希望が 

強い 

幼児期の 
学校教育の 
利用希望が 

強い 

①
量
の
見
込
み 

北区の 
子ども 

1,723 817 1,745 828 1,767 838 1,772 841 1,777 843 

2,540 2,573 2,605 2,613 2,620 

他区市町村 
の子ども 

1,194 1,209 1,224 1,228 1,231 

②
確
保
方
策 

北区の 
子ども 

2,540 2,573 2,605 2,613 2,620 

 

特定教育・ 
保育施設 

254 257 261 261 262 

確認を受け 
ない幼稚園 

2,286 2,316 2,344 2,352 2,358 

他区市町村 
の子ども 

1,240 1,256 1,272 1,276 1,279 

 

特定教育・ 
保育施設 

124 126 127 128 128 

確認を受け 
ない幼稚園 

1,116 1,130 1,145 1,148 1,151 

②－① 
過不足 

46 47 48 48 48 

※ 特定教育・保育施設 : 区立幼稚園、確認を受けた私立幼稚園、認定こども園（教育利用分） 

（人） 



184 

地域子ども・子育て支援事業の量の見込みと 
  提供体制の確保の内容及びその実施時期  

（１）利用者支援事業 
 ID2-1／ 関連計画施策 ID□2-2-1 ★2-5-5  

【事業概要】 

子ども子育て支援の推進にあたって、子ども及びその保護者等、または妊娠している方が

教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるよう、身近な実施場所で情報

収集と提供を行い、必要に応じ相談・助言等を行うとともに、関係機関との連絡調整等を実

施します。具体的には次の業務を行います。 

①利用者支援 

利用者の個別ニーズを把握し、それに基づいて情報の集約・提供、相談、助言等を行う

ことにより、教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を円滑に利用できるようにします。 

②地域連携 

教育・保育施設や地域の子育て支援事業等を提供している関係機関との連絡・調整、

連携、協働の体制づくりを行うとともに、地域課題の発見・共有、地域で必要な社会資

源の開発等に努めます。 

③本事業の実施にあたり、積極的な広報・啓発活動を実施し、広くサービス利用者に周知

を図ります。 

【今後の方向性】 

○妊娠期から支援の必要な妊婦を把握し、早期から関わりを持つとともに、必要に応じて関

係機関とも連携して支援を推進します。 

○子育て家庭や妊産婦のニーズにあわせて、幼稚園・保育園などの施設や、地域の子育て支

援事業などの情報提供を行い、必要に応じて相談・助言を行っていきます。 

○地域連携を推進するため、子ども家庭支援センターは「特定型」から「基本型」への移行

をめざします。 

確保方策の 

考え方 

「特定型」：利用者支援を実施する窓口。子ども家庭支援センター１カ所。 

「基本型」：利用者支援と地域連携を実施する窓口。子ども家庭支援センター

は「特定型」から「基本型」への移行をめざす。 

「母子保健型」：王子・赤羽・滝野川の各健康支援センター３カ所で実施する

子育て世代包括支援センター事業。 

引き続き、地域の子育て家庭にとって適切な施設・事業の利用の実現を図る。 

 

 

６ 
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 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

確保方策 4 4 4 4 4 

 

（２）地域子育て支援拠点事業 
 ID2-2／ 関連計画施策 ID□1-6-9,2-2-3 ★1-3-4  

【事業概要】 

乳幼児及びその保護者が相互の交流を行う場所を設置し、子育てについての相談、情報の

提供、助言その他の援助を行います。 

 

【今後の方向性】 

○児童館は乳幼児親子の居場所機能を中心とする子どもセンターへの移行を進め、乳幼児親

子専用室の確保、乳幼児活動や相談事業の充実、交流・参加型事業の充実など、子育て支

援拠点としての事業を充実していきます。 

○区の施設における場の提供だけでなく、多様なニーズに応えるため、引き続き地域で活動

する団体とも連携を図ってサービスの提供を行います。 

〇子育て支援拠点の充実に向け、現行の児童館に加え、NPO などと連携し、商店街の空き店舗

などを活用して街中に整備し、子どもや保護者が気軽に集える場所を増やしていきます。 

○子ども家庭支援センターは乳幼児親子に対して、遊びと交流の場、子育て支援情報等を提

供するとともに子どもや子育て家庭の身近な相談窓口として、育児、しつけ、児童虐待な

ど様々な相談に対応していきます。 

 

量の見込みの 

考え方 

ニーズ調査を基に算出。 

就学前の子どもの保護者について「地域子育て支援拠点事業を利用している

人の利用回数」と「利用していないが今後利用したい人の利用意向回数」か

ら算出。 

確保方策の 

考え方 
量の見込みの 100％を確保する※。 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

量の見込み 328,030 332,569 336,859 337,143 337,161 

確保方策 328,030 332,569 336,859 337,143 337,161 

※ 量の見込みの 100％を確保する事業については、確保方策を量の見込みと同数にしています。  

（カ所） 

（延べ人数） 
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（３）妊婦健康診査 
 ID2-3／ 関連計画施策 ID□2-4-1 ★2-5-10  

【事業概要】 

妊婦の健康の保持及び増進を図るため、妊婦に対する健康診査として、①健康状態の把握、

②検査計測、③保健指導を実施するとともに、妊娠期間中の適時に必要に応じた医学的検査

を実施します。 

 

【今後の方向性】 

○公費負担による妊婦健康診査を実施することで定期的な受診を推進し、母子ともに安全安

心な出産をめざします。 

 

量の見込みの 

考え方 

人口推計から予測した妊婦数（母子手帳交付数）に、１人あたりの平均受診

回数（実績）を乗じて算出。 

確保方策の 

考え方 
量の見込みの 100％を確保する※。 

 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

量の見込み 
37,825 回 

（3,278 人） 

38,379 回 

（3,326 人） 

38,956 回 

（3,376 人） 

38,921 回 

（3,373 人） 

38,852 回 

（3,367 人） 

確保方策 
37,825 回 

（3,278 人） 

38,379 回 

（3,326 人） 

38,956 回 

（3,376 人） 

38,921 回 

（3,373 人） 

38,852 回 

（3,367 人） 

※ 量の見込みの 100％を確保する事業については、確保方策を量の見込みと同数にしています。 

 

 

  

（延べ回数、（ ）内は実人数） 
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（４）乳児家庭全戸訪問事業 
 ID2-3／ 関連計画施策 ID□2-4-1 ★2-5-12  

【事業概要】 

生後４カ月までの乳児のいるすべての家庭を訪問し、子育て支援に関する情報提供や養育

環境等の把握を行います。 

 

【今後の方向性】 

○乳児と保護者の状況を把握し、必要な助言や支援を行うとともに、保護者の不安や悩みを

軽減し、特に支援が必要と認められる家庭については、早期に関係機関と連携して必要な

サービスにつなげていきます。 

 

量の見込みの 

考え方 

各年の０歳児推計数に、91.9％（里帰り出産等を考慮し、過去の実績から算

出した割合）を乗じて算出。 

確保方策の 

考え方 
量の見込みの 100％を確保する※。 

 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

量の見込み 2,610 2,649 2,688 2,685 2,681 

確保方策 2,610 2,649 2,688 2,685 2,681 

※ 量の見込みの 100％を確保する事業については、確保方策を量の見込みと同数にしています。 

 

  

（人） 
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（５）養育支援訪問事業 
 ID2-5／ 関連計画施策 ID□4-1-2 ★2-5-23  

【事業概要】 

子育てに対して不安や孤立感等を抱える家庭や、様々な原因で養育支援が必要となってい

る家庭に対して、具体的な養育に関する指導助言等を訪問により実施することによって、個々

の家庭の抱える養育上の諸問題の解決、軽減を図ります。 

 

【今後の方向性】 

○特定妊婦など、妊娠期から支援を必要とする人を把握し、子育ての不安が強く養育が困難

な家庭に対し、家庭で自立した生活が送れるよう子育てを支援していきます。 

 

量の見込みの 

考え方 
対象年齢人口に対する訪問家庭数の割合実績から推計。 

確保方策の 

考え方 
量の見込みの 100％を確保する※。 

 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

量の見込み 762 772 783 787 791 

確保方策 762 772 783 787 791 

※ 量の見込みの 100％を確保する事業については、確保方策を量の見込みと同数にしています。 

 

  

（延べ人数） 
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（６）子育て短期支援事業（ショートステイ） 
 ID2-6／ 関連計画施策 ID□2-1-9  

【事業概要】 

保護者の仕事、疾病、出産等の理由で子どもの養育が一時的に困難となる場合等に、子ど

もを児童福祉施設で一時的に預かります。また、不適切な養育状態にある家庭など虐待のお

それやリスク等がみられる場合児童を養育し、生活指導並びに発達及び行動の観察を行うと

ともに、保護者の支援を行います。 

 

【今後の方向性】 

○ひとり親家庭の増加や共働き世帯の増加、児童虐待新規受理件数等に伴い、ニーズの増加

が見込まれます。 

○利用者がより使いやすい事業となるよう、対象年齢の拡大や利用目的の拡充などを検討し

ていきます。 

 

量の見込みの 

考え方 

ニーズ調査の結果を基に算出。 

「一時預かり等の事業の今後の利用希望者数」に「利用したい合計日数の平

均」を乗じ、ショートステイやその他等の保育事業の利用者割合から推計。 

確保方策の 

考え方 

１日あたり利用人数を３人とし、開所日数を乗じて算出。 

※１日の定員は子どもショートステイ７人、乳幼児ショートステイ１人とあ

わせて８人まで。 

 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

①量の見込み 816 856 898 942 989 

②確保方策 1,095 1,095 1,095 1,095 1,095 

②－① 
過不足 

279 239 197 153 106 

 

  

（延べ人数） 
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（７）子育て援助活動支援事業（ファミリー･サポート･センター事業） 就学児※ 
 ID2-7／ 関連計画施策 ID□3-1-5  

【事業概要】 

育児の支援を受けたい乳幼児や小学生のいるファミリー会員と、育児の支援を行うサポー

ト会員との有償の相互援助活動に関する連絡、調整を行います。 

 

【今後の方向性】 

○利用内容の多くは保育園・学童クラブ等への送り迎えであり、年少人口の増加や共働き世

帯の増加等に伴い、利用ニーズは今後も増えることが見込まれます。 

○安定したサポート会員の確保と人材の育成を充実させていきます。 

○事業のさらなる周知や、両会員が互いに使いやすい事業となるよう取り組みを進め、地域

での子育て支援を推進していきます。 

 

量の見込みの 

考え方 

過去の利用申込数の実績を参考に段階的に増加することを推定。 

※未就学児の利用については、（8）の一時預かり事業で量を見込んでいます。 

確保方策の 

考え方 

令和４年度の利用実績から段階的に確保数を増やし、令和 10 年度に実働サ

ポート会員 160 人が月６回、就学児分の利用割合に応じた活動をした人数が

確保できるよう算出。 

 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

①量の見込み 3,693 3,988 4,307 4,652 5,024 

②確保方策 3,860 4,162 4,464 4,766 5,069 

②－① 
過不足 

167 174 157 114 45 

 

  

（延べ人数） 
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（８）一時預かり事業 
 ID2-8／ 関連計画施策 ID□2-1-10  

【事業概要】 

家庭において保育を受けることが一時的に困難となった乳幼児について、主として昼間に

おいて、保育園、認定こども園、私立幼稚園、地域子育て支援拠点その他の場所において、

一時的に預かり、必要な保育・養育を行います。 

新制度の一時預かり事業には、現行の預かり保育（幼稚園）、一時保育（保育園）を基本と

しつつ、幼稚園等での主に園児を対象にした一時預かり（「幼稚園型」という。）や保育園等

の空き定員を利用した一時預かり（「余裕活用型」という。）等、いくつかの種類があります。 

 

【今後の方向性】 

○保護者に用事が生じたときや、多様な家庭の課題（子育てに伴う心理的、身体的負担や求

職、介護等）の解消のため、保育園等における一時預かり保育の重要性は高まっています。

利用方法の周知等にさらに努めます。 

〇保育園等における定員の見直しのタイミング等を捉え、保育事業者の意向等も踏まえつつ、

一時預かり保育の確保方策を講じます。 

○就労等により保育の必要性を認定された保護者が幼稚園を利用する場合、預かり保育利用

料の補助を行うとともに、幼稚園に対しては一時預かり事業（預かり保育）を推奨し、待

機児童対策に資することをめざします。 

 

○幼稚園の一時預かり（預かり保育） 

量の見込みの 

考え方 

ニーズ調査の結果を基に算出。 

１号認定の保護者の利用意向率に平均利用希望日数を乗じた延べ人数と、２

号認定の保護者のうち特に幼稚園の希望が強い保護者の人数に平均年間就

労日数を乗じた延べ人数を合計。 

確保方策の 

考え方 
量の見込みの 100％を確保する※。 

 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

量の見込み 178,936  180,016 182,845  187,228  192,582  

確保方策 178,936  180,016  182,845  187,228  192,582  

※ 量の見込みの 100％を確保する事業については、確保方策を量の見込みと同数にしています。 

 

（延べ人数） 
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○幼稚園以外（保育園の一時預かり保育・緊急保育、ファミリー･サポート･センター

事業(就学前)、トワイライトステイ） 

 

量の見込みの 

考え方 

ニーズ調査の結果を基に算出。 

計画期間における人口推計に対して利用希望日数を乗じて算出。 

確保方策の 

考え方 
各事業の利用可能数を合計する。 

 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

①量の見込み 47,693 48,350 48,979 49,013 49,018 

②確保方策 50,100 50,100 50,100 50,100 50,100  

②－① 
過不足 

2,407 1,750 1,121 1,087 1,082 

 

  

（延べ人数） 
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（９）延長保育事業  
 ID2-9／ 関連計画施策 ID□2-1-13  

【事業概要】 

保育認定を受けた子どもについて、通常の利用日及び利用時間以外の日及び時間において、

認定こども園、保育園等で保育を実施します。 

 

【今後の方向性】 

○保護者が安心して仕事と子育てを両立できるよう、様々な就労形態に対応した保育サービ

スの充実が求められています。 

○利用実績やニーズに合わせた延長保育の充実に努めます。 

 

量の見込みの 

考え方 
ニーズ調査の結果を基に算出。 

確保方策の 

考え方 
各園の延長保育定員数に基づき算出。 

 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

①量の見込み 1,146 1,162 1,177 1,177 1,176 

②確保方策 1,865 1,895 1,895 1,895 1,895 

②－① 
過不足 

719 703 688 688 689 

 

  

（人） 
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（10）病児病後児保育事業 
 ID2-10／ 関連計画施策 ID□2-1-17  

【事業概要】 

病児・病後児について、病院・保育園等に付設された専用スペースにおいて、看護師等が

一時的に保育を行います。 

 

【今後の方向性】 

○保護者の子育てと就労の両立を支援する病児保育のニーズが高まっています。病児・病後

児が安心して過ごせる保育環境を整えるために、安全・安心な施設や保育体制づくりに努

めます。 

○平成 27 年度に開始した居宅訪問型病児・病後児保育事業については、病中における施設往

来の負担にも配慮し、補完的な制度として継続していきます。 

 

量の見込みの 

考え方 

ニーズ調査の結果を基に算出。 

計画期間における人口推計に対して利用希望数を乗じて算出。 

確保方策の 

考え方 
病児・病後児保育を実施事業所数に、利用定員と実施日数を乗じて算出。 

 

 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

①量の見込み 2,980 2,980 2,980 2,980 2,980 

②確保方策 3,675 3,675 3,675 3,675 3,675 

②－① 
過不足 

695 654 615 613 612 

 

  

（延べ人数） 
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（11）放課後児童健全育成事業（学童クラブ） 
 ID2-11／ 関連計画施策 ID□2-1-2 ★1-3-6  

【事業概要】 

就労等により、保護者が昼間家庭にいない小学校児童に対し、放課後等に小学校の余裕教

室等を利用して適切な遊び及び生活の場を提供して、その健全な育成を図ります。 

 

【今後の方向性】 

○「北区放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例」に基づき、従

事者数、施設・設備、開所に係る基準を満たすよう、整備を進めます。 

○待機児童※の解消については、学校ごとの児童数や利用ニーズの動向を踏まえ、学校内及び

周辺の公共施設の活用等、あらゆる方法を検討し、定員の拡大に向けた整備を進めるとと

もに、放課後子ども教室（一般登録）に延長時間を設け、待機児童が生じない仕組みを令

和６年度から構築します。 

○小学校４年生以上の児童については、一般登録で対応していきます。 

 

量の見込みの 

考え方 
学童クラブの利用実績から算出した利用率を基に算出。 

確保方策の 

考え方 

各年度の定員の不足数を算出し、待機児童を解消できるように必要な確保量

を設定。 
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■ 北区全域 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

①
量
の
見
込
み 

１年生 1,497 1,513 1,530 1,547 1,565 

２年生 1,174 1,184 1,197 1,210 1,223 

３年生 936 946 955 966 978 

合 計 3,607 3,643 3,681 3,723 3,765 

②確保方策 3,845 3,845 3,845 3,885 3,965 

②－① 
過不足 

238 202 164 162 200 

 

量
の
見
込
み 

４年生 423 426 431 436 441 

５年生 166 170 174 175 178 

６年生 72 74 75 76 77 

合 計 661 670 681 687 695 

確保方策 0※ 

 

■ 赤羽地域 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

①
量
の
見
込
み 

１年生 620 624 630 640 650 

２年生 496 498 502 510 517 

３年生 427 431 433 440 447 

合 計 1,543 1,553 1,565 1,589 1,614 

②確保方策 1,565 1,565 1,565 1,605 1,645 

②－① 
過不足 

22 12 0 16 31 

 

量
の
見
込
み 

４年生 140 141 142 144 146 

５年生 52 53 54 55 55 

６年生 34 35 36 36 36 

合 計 227 229 232 235 237 

確保方策 0※ 

   

（人） 

（人） 
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■ 王子地域 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

①
量
の
見
込
み 

１年生 473 478 481 484 487 

２年生 355 357 360 362 364 

３年生 263 265 268 269 271 

合 計 1,091 1,100 1,109 1,115 1,122 

②確保方策 1,255 1,255 1,255 1,255 1,255 

②－① 
過不足 

164 155 146 0140 133 

 

量
の
見
込
み 

４年生 138 139 140 141 142 

５年生 39 39 40 40 41 

６年生 17 17 18 18 18 

合 計 193 195 198 199 200 

確保方策 0※ 

 

■ 滝野川地域 

 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 令和 10 年度 

①
量
の
見
込
み 

１年生 404 411 418 423 428 

２年生 323 329 334 338 342 

３年生 246 250 254 257 260 

合 計 973 990 1,006 1,018 1,030 

②確保方策 1,025 1,025 1,025 1,025 1,065 

②－① 
過不足 

52 35 19 7 35 

 

量
の
見
込
み 

４年生 145 147 149 151 153 

５年生 75 77 79 80 82 

６年生 21 21 22 22 23 

合 計 240 245 251 254 258 

確保方策 0※ 

  

（人） 

（人） 

※ 各学童クラブでは定員を設けており、４年生以上を含めた学童クラブを希望するすべての児童を
受け入れることが難しいため、学童クラブでは１～３年生までの児童の育成を行います。４年生
以上の児童の育成については、放課後子ども総合プラン一般登録を利用することとしています。 
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（12）実費徴収に係る補足給付を行う事業 

【事業概要】 

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、特定教育・保育施設、特定地域型保育事業に対し

て保護者が支払うべき日用品、文房具その他の教育・保育に必要な物品の購入に要する費用

又は行事への参加に要する費用等を助成する事業です。 

 

【今後の方向性】 

○給付対象者を適切に把握し、必要な給付を行っていきます。 

 

（13）多様な主体が本制度に参入することを促進するための事業 

【事業概要】 

地域の教育・保育需要に沿った教育・保育施設等の量的拡大を進める上で、多様な事業者

の新規参入を支援するほか、私立認定こども園における特別な支援が必要な子どもの受入体

制を構築することで、良質かつ適切な教育保育等の提供体制の確保を図る事業です。 

事業内容は以下の２つです。 

①新規参入施設等への巡回支援 

保育所等を開設しようとする新規参入事業者が、スムーズに事業を開始、運営できる

よう支援する事業です。 

②認定こども園特別支援教育・保育経費 

私学助成（特別支援教育経費）や障害児保育事業の対象とならない特別な支援が必要

な子どもを私立認定こども園で受け入れる場合に、職員（幼稚園教諭免許状又は保育士

資格を有する者）の加配に必要な費用を補助します。 

 

【今後の方向性】 

○国が示す基準等をもとに、対象事業者及び対象者への適切な支援を実施していきます。 

 


